別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産事業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名:幼児食農教育実践事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　農政部　農政課　地産地消担当　電話番号：058-272-1111（内　2827）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg
	事業費


　要求額：289千円（前年度予算額：289千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　食や生命の大切さを体験の中から体得する食農教育は、生涯にわたる健全な心身と豊かな人間性を育む基礎となる。幼児期における農と食の体験を中心とした食農教育を実践するための指導書として作成した「幼児食農教育プログラム」の導入を促進するために幼稚園教諭、保育士を対象とした研修会を実施する。
・モデル園の指定及び支援

・幼稚園教諭、保育士を対象とした研修会の開催
	２　所要経費


　・研修会開催経費　　 252千円（講師謝礼105千円、研修会教材費147千円）
　・旅費（費用弁償）　  25千円

　・消耗品費（資料作成）12千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
４　生涯を通じての健康づくりに取り組む

・食育を推進する
	２　これまでの取組状況


　平成１８年４月に「岐阜県食育基本条例」が施行され、平成１９年３月に「岐阜県食育推進基本計画」が策定された。計画に基づき、県庁内各部、関係機関が連携を図り、食育を推進してきた。「食」とそれを支える「農」について学ぶ食農教育は重要項目と位置づけられ、農政部では、生活習慣の基礎を身につける幼児期を重点として、食農教育の推進に取り組んできた。平成１８年度に、農作物の栽培、調理の体験を通じ、五感を使って学ぶ指導書として「幼児食農教育プログラム」を作成し、幼稚園・保育園での食農教育の実施推進してきた。指定した園に対し、栽培資材を配布し食農教育の実施を支援してきた。
	３　これまでの取組に対する評価


　「幼児食農教育プログラム」を取り入れて食農教育を実施するモデル園に指定し、活動を支援してきた幼稚園・保育園は平成１９年度から累計で９３園である。
　保育所保育指針に食育が位置づけられ、幼児期における食育が実施されている。実際に体験をする食農体験を取り入れる施設が増加している。

　＜幼稚園及び保育園（所）を対象にしたアンケート調査結果
（平成２１年度　調査対象数６２３、回答数３８５）＞

　　・農作物の栽培体験を実施している：３８４
　　・幼児食農教育プログラムの内容を取り入れている：１０６
	１月１５日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	289
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	289

	要求額
	289
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	289

	1月15日時点査定額
	289
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	289

	決定額
	289
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	289


